
 2024度 幕張海浜こども園 事業報告 

 １．  園の概要 
 ⑴基本情報 

 ①名称  幼保連携型認定こども園 幕張海浜こども園  
 ②所在地 千葉市美浜区幕張⻄２−７−２ 
 ③電話  ０４３−２７３−２２６６ ＦＡＸ０４３−２７３−２２６７ 
 ④ホームページアドレス   http://www.ainosono.or.jp/makuhari/ 

 ⑵在籍園児の状況（⽉別‧クラス別）   2024年度 在籍園児数年間⼈数集計表 

 2024年度 

 5歳児  4歳児  3歳児  幼児組 
 計  2歳児  1歳児  0歳児  乳児組 

 計  合計  充⾜率 

 定員 
 40  40  39  119 

 31  30  12  73  195  100.0 
 1  1  1  3 

 4⽉ 
 37  36  35  108 

 30  30  8  68  186  95.4 
 1  4  5  10 

 5⽉ 
 37  36  35  108 

 31  30  9  70  188  96.4 
 1  4  5  10 

 6⽉ 
 37  36  35  108 

 31  30  9  70  190  97.4 
 3  4  5  12 

 7⽉ 
 37  36  35  108 

 31  30  9  70  190  97.4 
 3  4  5  12 

 8⽉ 
 37  34  35  106 

 31  30  9  70  188  96.4 
 3  4  5  12 

 9⽉ 
 37  34  35  106 

 31  30  9  70  188  96.4 
 3  4  5  12 

 10⽉ 
 37  34  35  106 

 30  30  9  69  187  95.9 
 3  4  5  12 

 11⽉ 
 37  34  35  106 

 30  30  9  69  187  95.9 
 3  4  5  12 

 12⽉ 
 37  34  35  106 

 30  30  9  69  187  95.9 
 3  4  5  12 

 1⽉ 
 37  34  35  106 

 29  30  9  68  186  95.4 
 3  4  5  12 

 2⽉ 
 37  33  35  105 

 30  30  9  69  186  95.4 
 3  4  5  12 

 3⽉  37  33  35  105  30  30  9  69  186  95.4 

 ⑶定員充⾜率  （毎年度 3⽉末現在） 

 2024年度  2023年度  2022年度  2021年度  2020年度  2019年度 

 96.1%  97.0%  98.8%  99.5%  91%  106% 

http://www.ainosono.or.jp/makuhari/


 ⑷職員の概要  （3⽉末現在）  
 ◯常勤職員                  ◯⾮常勤職員 
   園⻑       １名            保育教諭   １２名（1名育休中） 
   主幹保育教諭   ２名            ⼦育て⽀援員  １名（1名休職中） 
   副主幹保育教諭  ２名            時間外保育従事者２名  （計１５名） 
   保育教諭    ２０名（1名育児休暇取得中）             
   栄養⼠                     ４名（1名育児休暇取得中） 
   調理師      １名          ◯嘱託医 
   看護師      ０名           学校内科医、⻭科医、薬剤師 各１名 
   事務員      ３名   （計３３名）  （計３名） 

 平均勤続年数：６.６年（常勤換算職員のみ）（  前年⽐△１.０年  ） 

 職員経験年数（保育教諭） 

 経験年数 
 ⼈数 

 常勤  パート  計 

 1〜3年  10  5  15 

 4〜5年  4  1  5 

 6〜9年  3  4  7 

 10年以上  7  1  8 

 計  24  11  35 

 ２．事業の概要 
 ⑴中期的な計画（財務‧⼈事‧保育‧施設等）及び事業計画の進捗‧達成状況 

 （財務） 
 2024年4⽉の2号および3号認定こどもの定員は各年齢で定員割れが発⽣しています。これは、 

 少⼦化による影響が⼤きく、地域の待機児童がほぼ解消されたことに起因すると考えます。 
  3歳以上児は、1号認定こどもの募集強化により10名の受⼊れを⾏った事で各年齢定員を満た 
 す事が出来、それに伴い給付費収⼊の増加を⾒込むことができました。 
  しかし、千葉市所管課より、当初問題なしとされていた1号認定こどもの定員超過について、 
 「認めない」との⾒解が⽰されたため、上記対応が困難となることから、今後さらに定員割れ 
 が進むと予想され、施設運営に⼤きな影響をおよぼすと考えます。 
  今後の利⽤数減に備え、児童定員の適正を⾒極めながら、定員数の再検討を⾏います。 
 また、定員減少による空き保育室の活⽤⽅法として、エール幕張海浜の移転（現在は職員会議室 
 を利⽤）や⼩学⽣を対象とする放課後等デイサービスの設置を計画して参ります  。 

 （⼈事） 
  2024年度は、法⼈の理念を意識し、⾼い帰属意識を持った働きや責任感のある⾏動を⾏うた 
 め6つの取り組みを計画しました。それぞれの取り組みと結果については、昨年12⽉に実施した 
 職員環境改善アンケートにも現れていると考えます。 
 アンケート結果を⼗分に受け⽌めながら、課題の再抽出と解決に向けた取り組みを職員と共有 
 しながら進めて参ります。 
  6つの取り組みとアンケート結果照らし合わせは以下のとおりです。 

  ①法⼈理念に基づく保育理解 
 法⼈理念や⽬的が職員の仕事に対する重要感に繋がっているという点で、⼀定レベルで 

   理念が浸透し、仕事への意義を感じられていることが⽰されていますので、この強みをさ 
   らに深め、職員の⾏動や責任感に繋げることを⽬指します。 



  ②保育教諭確保と定着に向けた、常勤職員の新たな勤務形態の創設（準正規職員） 
 労働時間、残業、休暇取得といった労働条件に課題を感じている職員が⼀定数いることが 

  ⽰されました。新たな勤務形態の創設は、これらの労働条件の柔軟化や改善を通じて、職員の 
  負担軽減やワークライフバランスの向上を図り、確保‧定着に繋がる可能性があるため、引  
 き続き、検討して参ります。 

  ③労働環境改善（事務時間確保、有給休暇取得率50％以上の取得、作業分担等） 
   業務量の多さや業務効率化の必要性を感じている職員が多いという結果は、事務時間確保 
  や作業分担の⾒直しが喫緊の課題であることを裏付けています。また、「有給休暇取得率50 
  ％以上の取得」という⽬標は、「有給休暇の取得がしやすいと感じる」の肯定回答率53.7%と 
  ほぼ同⽔準にありますが、アンケート結果で顕著に表れている労働環境に関する課題に直結 
  するものであることから、気を緩める事なく更なる改善に取り組みます。 

  ④勤務シフト過密化の改善や保育業務におけるICTソフトの⾒直し 
 シフトの公平性の評価が⾼いにも関わらず、労働時間や残業に課題を感じる職員が多いこと 

  から、時間内で業務を終えることが難しい状況があることを理解しました。現在、検討中の 
  ICTソフトの⾒直しによる業務効率化や、シフトの過密化改善に取り組み、時間外労働の削減 
  等に努めます。 

  ⑤同僚性、帰属意識の向上（グッジョブカードの取り組みを中⼼とした賞賛⽂化の定着）  
 既にお互いを気遣い、協⼒し合う良好な⼈間関係の基盤が確⽴されていることが、アン 

  ケート結果から読み取れました。グッジョブカードの取り組みは、この既に良い状態にある 
  ⼈間関係をさらに促進し、相互の承認や感謝を可視化することで、同僚性や帰属意識を⼀層⾼ 
  める効果が期待されます。特に「仕事上で最⾼の友⼈」と感じる職員が約半数である点を踏ま 
  え、より深いレベルでの信頼関係や⼼理的な繋がりを強化して参ります。 

  ⑥主幹保育教諭および副主幹保育教諭を中⼼とした、保育サポートおよび情報共有の充実 
   職員は成⻑の後押しや相談しやすい環境については評価しているものの、⾃⾝の成⻑に関 
  する具体的なフィードバックや、仕事上で何を期待されているかという点について、明確さや 
  機会が不⾜していると感じている職員が⼀定数いることが⽰されました。主幹‧副主幹保育 
  教諭を中⼼としたサポートや情報共有の充実は、責任感のある⾏動や主体性の向上に繋がる 
 こ 
  とが期待されるため、更に強化して参ります。 

 （保育） 
 2024年度は、乳児を中⼼に園児の怪我が多く⾒られる年でした。主な原因は、職員間の連携 

 不⾜によるもので、情報共有の不⼗分さが挙げられます。職員間で園児の体調や⾏動傾向、注意 
 が必要な場⾯などについての情報が⼗分に共有されておらず、⾒守りが⽢くなる場⾯が発⽣して 
 いたと考えます。 
  園児および保護者が安⼼して園⽣活を送る事ができるよう、密な連携とフィードバックを意 
 識した取り組みに引き続き取り組んで参ります。 
  また、2024年に計画した園庭の保育環境の⾒直しについては、具体的な取り組みに⾄らな 

 かったため、緑が丘こひつじ保育園および児童発達⽀援センターの  園庭計画を参考としなが 
 ら、園庭設計の検討を進めます。 

 （施設設備） 
  改築より14年を迎え、軽微なメンテナンスが必要となって来ています。安全で安⼼感の得られ 
 る環境を提供する為に、各箇所の点検‧修理を進めました。 
  ⑴階段床板塗装⼯事 
  ⑵渡り廊下腰壁板取付け⼯事 



  ⑶⼤規模修繕に向けた資⾦計画（GHP室外機交換⼯事⾒積り取得） 

 ＊2025年度継続 
  ⑴各室エアコンクリーニングの実施 （7/28台分を予算化） 
  ⑵保育室照明器具の照度低下に伴うLEDランプ交換 
  ⑶⼤規模修繕に向けた優先順位の確認と資⾦計画（外壁塗装） 
  ⑷保護者駐⾞場⽤地の確保 

 ３．財務の概要 
 ⑴決算の概要 
 ①貸借対照表関係 
 ア）貸借対照表の状況と経年⽐較 

 2024年度  2023年度  2022年度  2021年度  2020年度 

 流動資産  74,035,456  43,809,630  39,669,634  34,251,815  33,832,193 

 固定資産  456,106,179  457,128,424  444,704,629  454,511,927  459,612,976 

 資産の部合計  530,141,635  500,938,054  484,374,263  488,763,742  493,445,169 

 流動負債  66,968,812  38,923,307  37,770,451  32,738,472  31,801,251 

 固定負債  79,270,125  86,709,375  93,403,375  101,332,125  108,370,750 

 負債の部合計  146,238,937  125,632,682  131,173,826  134,070,597  140,172,001 

 基本⾦  45,719,438  45,719,438  45,719,438  45,719,438  45,719,438 

 国庫補助⾦等特別積⽴⾦  167,227,237  175,554,043  183,880,849  192,379,216  201,043,171 

 その他の積⽴⾦  84,400,000  67,000,000  37,000,000  29,000,000  15,000,000 

 次期繰越活動増減差額  86,556,023  87,031,891  86,600,150  87,604,688  91,510,559 

 純資産の部合計  383,902,698  375,305,372  353,200,437  354,703,345  353,273,168 

 負債及び純資産の部合計  530,141,635  500,938,054  484,374,263  488,773,942  493,445,169 

 ②資⾦収⽀計算書関係 
 ア）資⾦収⽀計算書の状況と経年⽐較 

 勘定科⽬  2024年度  2023年度  2022年度  2021年度  2020年度 

 事 
 業 
 活 
 動 
 に 
 よ 
 る 
 収 
 ⽀ 

 収 
 ⼊ 

 保育事業収⼊  302,366,545  273,959,662  253,424,223  231,531,176  203,651,546 

 借⼊⾦利息補助⾦収⼊  232,000  260,000  286,000  341,000  341,000 

 経常経費寄付⾦収益  724,243  514,909  447,529  322,721  463,755 

 受取利息配当⾦収⼊  20,632  503  517  496  514 

 その他の収⼊  3,457,784  2,994,927  4,147,167  3,064,073  2,616,616 

 事業活動収⼊計  306,801,204  277,730,001  258,305,436  235,232,466  207,073,431 

 ⽀ 
 出 

 ⼈件費⽀出  224,444,112  186,297,485  189,859,720  167,111,217  160,088,020 

 事業費⽀出  22,895,128  19,682,007  19,942,302  21,229,590  19,695,248 

 事務費⽀出  14,419,323  15,595,821  14,430,962  17,427,294  13,295,454 

 ⽀払利息⽀出  527,163  527,163  575,223  623,283  671,343 

 その他の⽀出  2,620,480  2,716,850  2,314,280  2,346,560  2,319,969 

 事業活動⽀出計  264,858,146  224,819,326  227,122,487  208,737,944  196,070,034 

  事業活動資⾦収⽀差額  41,943,058  52,822,675  31,182,949  26,494,522  11,003,397 

 イ）活動区分資⾦収⽀計算書の状況と経年⽐較 
 勘定科⽬  2024年度  2023年度  2022年度  2021年度  2020年度 

 施 
 設 
 整 
 備 
 等 
 に 

 収 
 ⼊ 

 施設整備等補助⾦収⼊  0  0  0  0  908,161 

 設備資⾦借⼊⾦収⼊  0  0  0  0  0 

 施設整備等収⼊計  0  0  0  0  908,161 



 よ 
 る 
 収 
 ⽀ 

 ⽀ 
 出 

 設備資⾦借⼊⾦元⾦償 
 還⾦⽀出 

 7,836,000  7,836,000  7,836,000  7,836,000  7,836,000 

 固定資産取得⽀出  771,289  777,700  1,986,500  0  1,231,630 

 施設整備等⽀出計  8,607,289  8,613,700  9,822,500  7,836,000  9,067,630 

  施設整備等資⾦収⽀差額  △ 8,607,289  △ 8,613,700  △ 9,822,500  △ 7,836,000  △8,159,469 

 そ 
 の 
 他 
 の 
 活 
 動 
 に 
 よ 
 る 
 収 
 ⽀ 

 収 
 ⼊ 

 積⽴資産取崩収⼊  3,418,919  178,770  1,470,787  501,125  145,850 

 拠点区分間繰⼊⾦収⼊  0  0  0  0  0 

 その他の活動収⼊計  3,418,919  178,770  1,470,787  501,125  145,850 

 ⽀ 
 出 

 積⽴資産⽀出  21,512,500  31,529,750  9,466,625  15,342,375  1,292,125 

 拠点区分間繰⼊⾦⽀出  14,827,136  8,834,226  13,341,931  3,672,871  8,122,321 

 その他の活動⽀出計  36,339,636  1,529,750  22,808,556  19,015,246  9,414,446 

  その他の活動資⾦収⽀差 
 額 

 △ 32,920,717  △ 40,185,206  △ 21,337,769  △ 18,514,121  △9,268,596 

  当期資⾦収⽀差額合計  415,052  4,111,769  22,680  144,401  △6,424,668 

  前期末⽀払資⾦残⾼  21,505,592  16,997,554  16,720,543  16,565,942  22,990,610 

  当期末⽀払資⾦残⾼  21,920,644  21,109,323  16,743,223  16,710,343  16,565,942 

 ③事業活動収⽀計算書関係 
 ア）事業活動収⽀計算書の状況と経年⽐較 

 勘定科⽬  2024年度  2023年度  2022年度  2021年度  2020年度 

 サ 
 ー 
 ビ 
 ス 
 活 
 動 
 増 
 減 
 の 
 部 

 収 
 益 

 保育事業収益  302,366,545  274,219,662  253,424,223  231,541,376  203,651,546 

 経常経費寄附⾦収益  724,243  514,909  447,529  322,721  463,755 

 その他の収益  106,864  0  413,851  116,135  0 

 サービス活動収益計  303,197,652  274,734,571  254,285,603  231,980,232  204,115,301 

 費 
 ⽤ 

 ⼈件費  223,856,693  188,953,465  189,488,558  168,614,467  161,689,075 

 事業費  22,895,128  19,682,007  19,956,342  21,229,590  19,695,248 

 事務費  14,419,323  15,595,876  14,281,239  17,427,294  13,295,674 

 減価償却費  19,590,284  19,495,900  19,701,040  19,898,424  19,933,097 

 国庫補助⾦等特別積⽴ 
 ⾦取崩額 

 △ 8,326,806  △ 8,326,806  △ 8,498,370  △ 8,663,952  △8,824,229 

 サービス活動費⽤計  272,434,622  235,400,442  234,928,809  218,505,823  205,788,865 

  サービス活動増減差額  30,763,030  39,334,129  19,356,794  13,464,209  △1,673,564 

 サ 
 ー 
 ビ 
 ス 
 活 
 動 
 外 
 増 
 減 
 の 
 部 

 収 
 益 

 借⼊⾦利息補助⾦収益  232,000  260,000  286,000  314,000  341,000 

 受取利息配当⾦収益  20,632  503  517  496  514 

 その他のサービス活動 
 外収益 

 3,350,920  2,994,982  3,733,316  2,947,938  2,616,616 

 サービス活動外収益計  3,603,552  2,995,485  4,019,833  3,262,434  2,958,130 

 費 
 ⽤ 

 ⽀払利息  479,103  527,163  575,223  623,283  671,343 

 その他のサービス活動 
 外費⽤ 

 2,620,480  2,716,850  2,314,280  2,346,560  2,319,969 

 サービス活動外費⽤計  3,099,583  3,244,013  2,889,503  2,969,843  2,991,312 

  サービス活動外増減差額  503,969  △ 248,528  1,130,330  292,591  △33,182 

 経常増減差額  31,266,999  39,085,601  20,487,124  13,756,800  △ 1,706,746 

 特 
 別 
 増 
 減 
 の 
 部 

 収 
 益 

 施設整備等補助⾦収益  0  0  0  0  908,161 

 施設整備等寄附⾦収益  0  0  0  0  0 

 ⻑期運営資⾦借⼊⾦元 
 ⾦償還寄附⾦収益 

 0  0  0  0  0 

 固定資産受贈額  0  0  0  0  0 

 固定資産売却益  0  0  0  0  0 

 拠点区分間繰⼊⾦収益  0  0  0  0  0 

 拠点区分間固定資産移 
 管収益 

 0  0  0  0  0 



 その他の特別収益  0  0  0  0  0 

 特別収益計  0  0  0  0  908,161 

 費 
 ⽤ 

 基本⾦組⼊額  0  0  0  0  0 

 資産評価損  0  0  0  0  0 

 固定資産売却損‧処分 
 損 

 0  5  8  0  0 

 国庫補助⾦等特別積⽴ 
 ⾦取崩額（除却等） 

 0  0  0  0  0 

 国庫補助⾦等特別積⽴ 
 ⾦積⽴額 

 0  0  0  0  908,161 

 災害損失  0  0  0  0  0 

 拠点区分間繰⼊⾦費⽤  14,827,136  8,834,226  13,491,654  3,672,871  8,122,321 

 拠点区分間固定資産移 
 管費⽤ 

 0  0  0  0  0 

 その他の特別損失  0  0  0  0  0 

 特別費⽤計  14,827,136  8,834,226  13,491,662  3,672,871  9,030,482 

  特別増減差額  △ 14,827,136  △ 8,834,231  △ 13,491,662  △ 3,672,871  △8,122,321 

 当期活動増減差額  16,439,863  30,251,370  6,995,462  10,083,929  △9,829,067 

 繰 
 越 
 活 
 動 
 増 
 減 
 差 
 額 
 の 
 部 

 前期繰越活動増減差額  87,516,160  86,868,521  87,604,688  91,510,559  101,339,626 

 当期末繰越活動増減差額  103,956,023  117,119,861  94,600,150  101,594,488  91,510,559 

 基本⾦取崩額  0  0  0  0  0 

 その他の積⽴⾦取崩額  2,600,000  0  0  0  0 

 その他の積⽴⾦積⽴額  20,000,000  30,000,000  8,000,000  14,000,000  0 

 次期繰越活動増減差額  86,556,023  87,119,891  86,600,150  87,604,688  91,510,559 

 ④財務⽐率の経年⽐較 

 2024年度  2023年度  2022年度  2021年度  2020年度 

 経常増減差額率  10.3%  14.2%  8.1%  5.9%  -0.8% 

 流動⽐率  110.6%  112.6%  105.0%  104.6%  106.4% 

 純資産⽐率  72.4%  74.9%  72.9%  72.6%  71.6% 

 固定⻑期適合率  98.5%  98.9%  99.6%  99.7%  99.6% 

 借⼊⾦償還余裕率  19.9%  15.8%  27.0%  31.9%  77.3% 

 事業活動資産収⽀差額  13.7%  19.0%  12.1%  11.3%  5.3% 

 ⼈件費⽐率  73.8%  68.8%  74.5%  72.7%  79.2% 

 事業費⽐率  7.6%  7.2%  7.8%  9.2%  9.6% 

 事務費⽐率  4.8%  5.7%  5.6%  7.5%  6.5% 

 （2）その他 
 ①借⼊⾦の状況 

 借⼊先  期⾸残⾼  当期償還額  差引期末残⾼ 

 （独）福祉医療機構  29,700,000  3,300,000  26,400,000 

 （独）福祉医療機構  19,656,000  2,184,000  17,472,000 

 （独）福祉医療機構  34,888,000  2,352,000  32,536,000 

 76,408,000 



 ⑶経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の⽅針‧対策⽅策 

 ①収益性 

 2021年度よりプラスに転じ、その後は継続してプラスを維持している。2023年度に最も⾼い⽔準 
 を記録しているが、2024年度も10％を超えており2023年度と同様に⾼い⽔準を維持している為、 
 良好な経常的な収⽀状況である。 

 ②短期安定性 

 過去5年を通じて100％を超えており、安定した⽔準で推移し、短期的な⽀払い能⼒が確保されて 
 いる。 

 純資産⽐率は過去5年間を通じて70％を超える⾼い⽔準を維持しており、⻑期的な財務の安定性お 
 よび強固な財務体質を⽰している。これは借⼊⾦への依存度が低く、経営の⻑期的ない持続性を 
 ⽰す指標として⾮常に優れている。また、固定⻑期適合率は全ての年度で100％を下回り⻑期的な 
 視点で⾒ても財務基盤が安定しているといえる。 

 ④資⾦繰り 

 事業活動収⽀差額率（事業活動資産収⽀差額）は、過去5年間で顕著に改善しており、特に2023年 
 度に最⾼⽔準を記録し、依然として良好な⽔準を維持している。これは、主たる事業活動におい 
 て資⾦を効率的に⽣み出す体質が強化されていることを⽰唆しており、収益性や資⾦繰りの⾯で 
 改善が進んでいると⾔える。 

 ⑤合理性 

 ⼈件費⽐率は過去5年間で変動がみられるものの、2020年度から⽐較すると低下傾向にあり、収⼊ 
 に対する⼈件費の負担割合が相対的に軽減されてきている。しかし2024年度は上昇しており、今 
 後の推移を注視する必要がある。事業費率は過去5年間で顕著に低下傾向にあり、事活動収⼊の増 
 加に対し、事業費の増加が抑制されていたことを⽰唆している。事務費率は収⼊が継続的に増加 
 する中で、事務費の増加が抑制、または効率化されてきたことを⽰唆しており、間接的な費⽤負担 
 が相対的に軽減されている。 


